様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　2024年2月26日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな） みずほりさーちあんどてくのろじーずかぶしきがいしゃ 
一般事業主の氏名又は名称  みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社 
（ふりがな） 　　　　　　よしはら まさとし       
（法人の場合）代表者の氏名  　　　　　　吉原 昌利　 　 印 
住所　〒101-8443
東京都千代田区神田錦町2-3
法人番号　9010001027685　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	当社HP「社長メッセージ」


	公表日
	2023年 3月 25日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.mizuho-rt.co.jp/company/info/message/index.html

	記載内容抜粋
	“「知」と「技」を結集し、お客さま、そして社会とともに未来を創る”
デジタル化が急速に進展する中、社会やビジネスが直面する課題は、より複雑に関係し合い、その変化のスピードも加速しています。また、気候変動や環境、人権をはじめとするサステナビリティへの取り組みが一層重要性を増しています。こうした課題に対応するためには、社会・経済の動向や将来を見通すとともに、社会やビジネスのあるべき姿を描く「知」と、あるべき姿を具体化する「技」が不可欠です。
みずほリサーチ＆テクノロジーズは、これまでのシンクタンクやシステム開発企業の枠を越えてお客さまや社会に新たな付加価値を提供する<みずほ>の中核会社として、2021年にみずほ情報総研、みずほ総合研究所、みずほトラストシステムズの統合により発足しました。経済・社会を読み解くリサーチ力、半世紀以上にわたる政策立案・戦略策定支援の歴史をもつコンサルティング力、先端技術知見とIT実装力を結集するとともに、<みずほ>の金融機能も掛け合わせることで、「金融を越える新たな価値」を提供し、お客さま、そして社会とともに未来を創ります。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会決議の方針に基づき策定




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	当社HP「DXへの取り組み」
　『DXへの取り組み』

	公表日
	2024年 2月 22日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.mizuho-rt.co.jp/company/dx/index.html

	記載内容抜粋
	当社では、リサーチ、コンサルティング、IT、研究開発の各領域において、これまでに蓄積された事業ノウハウだけでなく、調査研究による最新の技術知見等を活かして、デジタル技術やデータを活用した様々なビジネス変革に積極的に取り組んでおります。
例えば、リサーチ領域では、AI知見を活用した景気動向指数の分析や脱炭素実現に向けた投資額推計など、時代の一歩先を行く質の高いレポートを提供しています。コンサルティング領域では、デジタル領域の政策・先端技術への知見や事業ノウハウを活用したお客さま向けDX支援コンサルティング、研究開発領域では、ChatGPT™の社内利用環境の整備および自主研究開発の実績を活用したGPT™活用支援サービスや、画像・自然言語等のAI関連ソリューションの展開、IT領域では、AI等の最新技術を取り入れた、開発・保守・運用の高度化等に、それぞれ積極的に取り組んでおります。
また、これら「知」と「技」を結集すべく、各事業領域の知見を社員間で共有、適時適切に活用できる社内ITインフラ・ツールの整備等を通じた業務プロセス変革を進めながら、複雑化するお客さま・社会の課題に対し、迅速かつ最適な提案を行うことができるよう努めております。そして、地域社会×デジタル、経済/社会予測×デジタルのように当社の特色の掛け合わせによる新しい価値の創出を通じて、お客さま・社会とともに課題解決に取り組んで参ります。
当社戦略や価値提供の取り組み姿勢に関する動画を公開しております。また、DX関連ソリューションの一例を公表しております。

【当社紹介動画】
https://www.mizuho-rt.co.jp/company/info/movie/index.html

【各種ソリューション】
・当社DX支援コンサルティング
https://www.mizuho-rt.co.jp/solution/improvement/it/information/dx/index.html

・当社AI関連ソリューション
https://www.mizuho-rt.co.jp/ai_powerhouse/index.html

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会決議の方針に基づき策定




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社HP「DXへの取り組み」
『DX推進体制』『DX人材育成』

	記載内容抜粋
	当社のDXの推進を目的として、業務管理部門を中心にDX施策を企画、推進しております。また、技術開発本部において各種先端技術の調査研究を行っており、お客さま向けのDXおよび社内DXに活用しております。
当社を含め、みずほグループにおいて専門人材（DXに関する専門的な知識・スキルを有し、DXプロジェクトを推進できる人材）、および同候補の育成を推進しております。また、当社独自でAI・データサイエンス、クラウド等の個別領域の専門性を認定する「専門性認定制度」を運営しております。これらを通じて、全社のDX人材育成の強化を行っております。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社HP「DXへの取り組み」
　『デジタル技術活用環境の整備』

	記載内容抜粋
	ITシステム・デジタル技術のさらなる活用により、当社社員が生産性高く業務を進めるとともに、お客さまへの提供価値を高められるよう、以下のような社内環境整備に取り組んでいます。
・経営管理高度化と効果的/効率的な業務プロセスを同時に実現し、新しい働き方にも資する次期基幹システム・業務フローの構築
・新しい働き方に相応しいITインフラ・ツールの整備、ペーパレス化等によるワークスタイル変革の推進
加えて、お客さま向けの生成AI関連の支援サービスを提供するとともに、社員の事務手続や、リサーチ、コンサルティング、IT、研究開発に係る各種作業の生産性向上等を目的として、当社内にAzure Open AI（ChatGPT）を活用した当社版ChatGPTの利用環境を整備しており、最新知見も取り込みながら社内環境の向上に努めております。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	当社HP「DXへの取り組み」
　『DX推進の達成状況の指標』

	公表日
	2024年 2月 22日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.mizuho-rt.co.jp/company/dx/index.html

	記載内容抜粋
	当社では、下記2つを社内DX推進の達成状況の代表的指標と定め、定期的に社内の会議体で経営陣を含めて共有、フォローするとともに、改善につなげております。
・次期基幹システム・業務フロー構築の施策の進捗度
・ワークスタイル変革の施策の進捗度
また、当社の事業ポートフォリオの各領域における戦略の各種指標についても、同様にフォローしています。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2024年 2月 22日


	発信方法
	当社HP「DXへの取り組み」
　『トップメッセージ』
https://www.mizuho-rt.co.jp/company/dx/index.html

	発信内容
	量子コンピュータやAIなどの先端技術知見と、バンキングシステムの構築で培ってきたIT実装力・プロジェクトマネジメント力、そして国の政策や企業戦略を支えてきたコンサルティング力。これらの力を掛け合わせ、デジタルを起点とした企業のビジネスモデル変革・新規事業開発を支えるとともに、〈みずほ〉が目指す次世代金融サービスの創出や、パートナー企業や自治体との協業を通じた新しい社会の枠組み作りに取り組んでおります。
これらの取り組みには当社における社内DX推進が不可欠であり、業務プロセス・ITインフラ改革、ならびに人材育成等を行っております。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年　9月頃


	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイトより入力済み



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2021年4月（みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社発足時）～継続実施中


	実施内容
	みずほグループでは、サイバー攻撃を経営上のトップリスクの1つと位置づけ、「サイバーセキュリティ経営宣言」に基づいて、継続的にサイバーセキュリティ対策を推進しています。また、取締役会監督のもと、当社のサイバーセキュリティ管理業務全体を統括するCISO（Chief Information Security Officer）を設置しサイバーセキュリティ態勢強化を図っています。具体的には、高度なプロフェッショナル人材を配置し、外部の専門機関及びみずほFGとも連携したインテリジェンスや先進技術を駆使しながら、監視体制を整え、ウイルス解析・多層的防御等、レジリエンス態勢強化に取り組むとともに、内部監査部門によりサイバーセキュリティ監査を定期的に実施することで、対策強化を図っています。また有事に備え、年に複数回のサイバー訓練、人材育成にも注力しています。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

